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通信ができる特徴を積極的に利用する。既存のHFD送信システムで搬送波と 400 Hz離れた ID
信号の振幅および位相を用いて通信評価を行った。90秒ごとにモールス IDの信号を 1 W以下の
低電力で送信しているので、その振幅または位相を 1 bitと見なして正確に制御し、受信データか
ら 40 bphという低速チャンネルとして通信エラーの評価を行った。送信点を調布(東京)、受信点
を菅平(長野)、通信距離 146 kmにおいて、振幅および位相の検出確率および C/N 対ビットエラ
ーレート(BER)特性を導出し、非常時通信システム構築可能性の評価を行った。 








対策により低電力低速通信時にも C/Nが+5 dBを超えれば BER10-2を得ることができ、調布―
菅平回線においては低電力での低速通信が可能ということを初めて示すことができた。 
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通信ができる特徴を積極的に利用する。既存のHFD送信システムで搬送波と 400 Hz離れた ID
信号の振幅および位相を用いて本研究の目的である通信評価を行った。90秒ごとにモールス ID
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1.2  HFドップラ観測原理と伝搬路上の電離圏擾乱情報 
既存のHFドップラ観測システム原理と、電離圏の特徴について記す。 










移動速度を求める。ドップラシフトを∆f [Hz]、送信周波数を𝑓0 [Hz]、光速をc [m/s]、反射点の
移動速度を v [m/s]、λ を自由空間波長とした時の計算式を以下に示す。 








   式(1.2.1) 





















































  式(1.2.3) 
このとき、 SP  は位相経路長と呼ばれる。もし屈折率  が伝搬路 S 上で変化しているのであ
れば、 
 S dSP    式(1.2.4) 
























日/105 11  
観測からの要求条件 
ルビジウム発振器使用 
占有周波数帯幅 1.5 kHz 
出力電力 200 W 
送信周波数 
・ 5006 kHz 




















受信信号強度 -120 dBm以下～-40 dBm 
受信帯域幅 16Hz（中間周波数 8Hz）:変動率 610 以下の現象まで受信可 
LO周波数 
5006 kHz-8 Hz（5006 kHz用受信機） 
8006 kHz-8 Hz（8006 kHz用受信機） 
LO入力レベル +10 dBm （ミキサ入力レベル） 
周波数安定度 1010 /日以上（ルビジウム原子発振器） 













図 1.2.2 HFD観測点の位置関係図 
 
表 1.2.3 HFD受信点位置 
  鹿島 柿岡 大洗 菅平 JOZ 藤沢 飯館 
受信点位
置 
北緯 35.953° 36.232° 36.331° 36.519° 35.464° 35.319° 37.666° 
東経 140.663° 140.186° 140.587° 138.321° 140.206° 139.457° 140.666° 
送受信点
間距離  
106 km 86 km 120 km 146 km 62 km 37 km 247 km 
 
表 1.2.4 送受信点間距離 
  柿岡 鹿島 大洗 菅平 JOZ 飯館 藤沢 
柿岡   26 km 19 km 84 km 41 km 85 km 62 km 
鹿島 26 km   21 km 108 km 29 km 98 km 61 km 
大洗 19 km 21 km   101 km 50 km 75 km 78 km 
菅平 84 km 108 km 101 km    103 km 124 km 85 km 
JOZ 41 km 29 km 50 km 103 km   125 km 35 km 
飯館 85 km 98 km 75 km 124 km 125 km   144 km 








信の 5006 kHz、8006 kHzの 2周波において、2014年の月平均をした、受信電界強度の日変化
を図 1.2.3～1.2.14に示す。 
受信電界強度は、日中は D層(吸収層)が生成され、受信電界強度が下がる[1]。低い周波数ほど、
その影響を受けやすいため、1～5月および 9～12月の日中は 8006 kHzのほうが 5006 kHz電波
よりも受信レベルが高くなるが、F層電子密度が低下する 6～8月は二つの周波数での電界強度は
ほぼ同じとなる。夜間は、5006と 8006 kHzで大きく異なる。5006 kHzでは 3～10月は強い電
界強度で受信できるが、1～2月および 11～12月には背景雑音強度が下がる時間が発生する。8006 
kHz では 5～7 月には弱いレベルであるが受信できるが、他の月は背景雑音レベルに低下する。
このように夜間に散乱状態での伝搬、スキップゾーンに入り電波がほとんど届かない伝搬状態と
なる。2014年における調布―菅平間の 146 kmの伝搬の場合、5006 kHz電波では 1月、11月、













図 1.2.4  菅平における電界強度の日変化(2月) 
 
 
図 1.2.5  菅平における電界強度の日変化(3月) 
 
 





図 1.2.7  菅平における電界強度の日変化(5月) 
 
 
図 1.2.8  菅平における電界強度の日変化(6月) 
 
 





図 1.2.10  菅平における電界強度の日変化(8月) 
 
 
図 1.2.11  菅平における電界強度の日変化(9月) 
 
 




図 1.2.13  菅平における電界強度の日変化(11月) 
 
 
図 1.2.14  菅平における電界強度の日変化(12月) 
 
菅平受信の 5006 kHz、8006 kHzの 2周波において、2014年の月平均ドップラシフトの日変
化図 1.2.15～1.2.26に示す。 
ドップラシフトは 5006、8006 kHzいずれも昼間の 7～16時において比較的安定な変化をして、













図 1.2.15  菅平におけるドップラシフトの日変化(1月) 
 
 
図 1.2.16  菅平におけるドップラシフトの日変化(2月) 
 
 





図 1.2.18  菅平におけるドップラシフトの日変化(4月) 
 
 
図 1.2.19  菅平におけるドップラシフトの日変化(5月) 
 
 





図 1.2.21  菅平におけるドップラシフトの日変化(7月) 
 
 
図 1.2.22  菅平におけるドップラシフトの日変化(8月) 
 
 





図 1.2.24  菅平におけるドップラシフトの日変化(10月) 
 
 
図 1.2.25  菅平におけるドップラシフトの日変化(11月) 
 
 
図 1.2.26  菅平におけるドップラシフトの日変化(12月) 
 
 受信電界強度において、電離層電子密度は日の出とともに増加し日中は低電力損失で反射する






になると低下し、不安定となり、昼と夜とでは電界強度が 40 dB以上の変化があるが安定時は 1W




















信する帯域を 5006 kHzと 8006 kHzに持っており、24時間使用することができ、送信局 1点と
受信点 11点の設備を利用することができる。このシステムと併用することによって、平常時には
電離圏擾乱の観測を行い非常時には通信サバイバルシステムに切り替え共用することができる。









1.4  本研究の目的 
 2011年3月に起こった東日本大震災のような大規模災害時にも使用できる低電力かつ遠距離の
通信システムの開発を行うことを 1.1 節にて述べた。本研究では送信点を調布、受信点を菅平の









第 2 章 HFD観測を併用した通信システム設計、製作 













































この監視システムで得られた温度、電力情報は DAQ(National Instruments NI USB 6009)で
取り込み、テキストファイルとして保存し、図を作成して FTPにてウェブページにアップロード
を 1日に 1度行っている。 
観測 BOX内の回路図を図 2.2.2に示す。この観測 BOX内には温度センサ、リレー、三端子レ
ギュレータによる回路を組み込んだ。 
 




図 2.2.2 監視システム観測 BOXの回路図 
この観測 BOXを経由し、DAQで収録し処理した後の画面を図 2.2.3に示す。 
左半分の 2つの図が送信部の温度を示し、それぞれ 5006 kHzの Transmitter、Linear Amp と
8006 kHzの Transmitter、Linear Ampの温度の時間変化のグラフとなっている。右半分の 4つ
の図は 5006 kHzの送信電力と反射電力、8006 kHzの送信電力と反射電力となっており、異常が






























2.4.1  下り回線 
下り回線(DownLink)は JG2XA送信局の 5006 kHzと 8006 kHzそれぞれに 1.5 kHzの帯域を
利用できる。キャリアはHFDの観測として使用しているので、変調信号はキャリアから 400 Hz
離れた USB と LSB を使用する。片側を送信帯域とし幅は±200 Hz とする。片側帯域のみを使
って送信情報を乗せるため反対側の帯域では受信ができるようにしている。キャリアとこの
SSB[2]で 200 Wに収めかつスプリアスは 5%以下にとどめなければならない。 
 
2.4.2  上り回線 
 上り回線(UpLink)は送信キャリアを 0.1 W 以下とし、送信または受信は下り回線と同じ 5006 





2.5  HF通信回路の特徴 
 通信回路の特徴として、親局は SSB方式を軸とした混変調波の発生しないような設計とし、子
局回路は送受信を行うため送信機構は親局と同じ SSB 方式の回路とし、受信側はその SSB 波を
復元し直交検波する設計とした。 
 






図 2.6.1 親局のブロック図 
23 
 
I,Q信号は今回 400 Hzの信号とし、DAQ(National Instruments NI USB 6251)を使用し、直
交した信号を入力し、局部発信部(ディーエステクノロジー PPG-20)を使用し、実装する際に使
うキャリアと同じ周波数の 5006 kHzで行った。しかし、5006 kHzは電気通信大学敷地内で送信
しているのでシミュレーションを行う際にビートを起こしてしまった。そのため、5006 kHzでは
なく 4900 kHzでシミュレーションを行った。 








図 2.6.3 親局回路図の信号詳細図 
 















図 2.6.4 ミキサのインターセプトポイント 




























図 2.7.1 子局ブロック図(アンテナ数 1の場合) 
 












を 1kHzに落とすために 4901kHzに周波数を設定し、それを PCK8000という局部発信機で作る
ための回路を使用したため、その回路図も図 2.7.4 に示す。また、今回は S/N を上げるために直
交検波方式を採用した。そのため受信信号を 2ch に分波し、ダウンコンバートする際にそれぞれ




















図 2.7.6 親局信号の受信波形 
 
親局で生成した搬送波を 1 kHzに落としたため、そのスペクトルが 1kHzのところに立ってい
る。400 Hzで変調したベースバンド信号の成分が 1 kHzから±400 Hz離れた 600 Hz,1400 Hz






RF 周波数：5006 kHz、入力レベル：-30 dBm～-130 dBm 
LO 周波数：5007kHz  
アンテナが受信する信号強度は-40 dBm以下～-90 dBmである。図 2.7.7より雑音レベルは

























図 2.8.1  BPSK同期検波の復調プロセス 
 
 再生波 600Hzの正弦波を乗算した結果を以下に示す。 
 
 
図 2.8.2  直接波の PSKの復調結果 
 
































図 2.8.7 搬送波に 1kHz正弦波を乗算した結果 
 














図 2.8.9 送信機と同一発振器を使用した受信機による復調結果 
 
これより周波数ずれがなくなり、同期がとれていることが明らかになった。 





図 2.8.10 直接波の搬送波スペクトル 
 
















図 2.8.12 ルビジウム発振器(PRS10)の安定性 




第 3 章 HFD観測を併用した通信システムの評価 







て検出を行った。分離度の値を細かく見ていくために GPIB 通信を用いてソフト的に I,Q 信号の
位相と振幅を自動で変化させていきグラフにしたものを図 3.1.1、図 3.1.2 に示す。図 3.1.1 は横
軸が位相[°]、縦軸がUSBと LSBのレベル差[dB]、図 3.1.2では横軸が振幅に乗算した値、縦軸
が USBと LSBのレベル差[dB]となっている。 
 
 





図 3.1.2 分離度測定の振幅走査結果 
 









搬送波を 1 kHzにダウンコンバートしているため、1 kHzのところに 5006 kHz、そこから 400 
Hz離れた 600 Hz、1400 Hzのところに上下側波帯が現れる。今回は 1400 Hzのところに SSB
信号を作っており、分離度は 50dB得ることができた。 
 









5006 kHzでは、波長が 59,928 mであり、今回使用した同軸ケーブルは波長伸縮率が 0.67であ
るため、以下のようにケーブルの長さと本数を用意する必要がある。 
同軸 λo/4 = 59.928×0.67×0.25 = 10.038 m  3本 












図 3.2.2 5006 kHzにおけるラットレースの特性 
 
 




今回のラットレースの製作によって送受信の分離度が 35 dB とることができた。送信信号は










させた最小受信電力は-86.94 dBであった。アンテナをきちんとヌル方向に設定することで 20 dB
分離度がとれることが明らかとなった。 
 次にアンテナ間の距離を徐々に離していき、距離特性を調べた結果を図 3.1.1に示す。 
 
 





















3.4  回線評価 
3.2 節の方向性結合器による送受信分離度評価と 3.3 節のアンテナヌル方向による送受信分離
度評価の結果では、ラットレースによる分離度が 35dB であったのに対して、アンテナヌル方向
の分離度は 50 dB以上であった。また、親局送信は搬送波が 200W(53dBm)、USB が 33 dBm、




図 3.4.1 回線設計図 
 
3.5  受信 S/N評価 








































図 3.5.1 菅平における受信スペクトル 
 






菅平で受信した信号の背景雑音を使用し信号のきてない 900 Hz のところに正弦波形を与え、そ
の波形に BPSK(1,0,1,0,1 情報)を入れ復調を行った結果を以下に示す。通信速度は帯域幅を狭く
するために 0.1 bit/sとして変調信号を入れた。入力レベルのみを変えているため S/Nのみが変化






図 3.6.1 ドップラ追従を行ったときの帯域内での bit判定結果 
 
 










表 3.7.1 送受信時の仕様 
送信点：調布(東京) 受信点(菅平) 
通信距離 146 km 
送信 ID JG2XA送信局モールス ID 
ID送信周期 90秒(1周期毎に位相が反転) 
検波方法 振幅検波、位相検波 
帯域幅 20 Hz 
 
従来のモールス ID信号は、正確な 400 Hz信号ではなく、かつ送信周期も安定していなかった
ため、送信局のモールス ID 信号を発生させている VoiceKeyer を、NI 社の DAQ6251 を使用し
て信号処理して作成した信号で置き換えしアップコンバージョンして送出を 2014 年 4 月から行
った。また、DAQのクロック動作を、ルビジウム発振器により生成した高安定の外部クロックを
採用することで、長期安定した信号を送ることを可能とした。 
モールス ID信号は短点が 0.1秒、長点が 0.3秒となっているため、帯域 20 Hzよりも狭めてい
くとモールス信号の矩形波の高調波成分がフィルタリングされ、検波のエネルギー損実につなが
ることを確認した。以下に実際に使用しているモールス ID信号の波形を示す。 
90 秒周期でモールス信号は繰り返されるが、実際に音が鳴る時間は 38 秒のみであり、さらに
ON になっている時間は 16.8 秒となっている。これは、送信局免許を変更して 90 秒間連続出力








図 3.7.1 モールス ID信号波形 
 
 





図 3.7.3 振幅検波ブロック図 
 
 





トウェア型受信機であるため、I 信号と Q 信号の受信データが存在する。それぞれの直交した受
信データを 2乗した後に加算し、LPFに通すことで包絡線だけを抽出している。モールス信号が
ON の時だけのエネルギーを見ることになる。判定の際には、モールス信号の波形からわかるよ










いるため S/N が高くなり、平均位相を読みだすことで 90 秒ごとの位相が反転していることを判
定する。 
 
3.7.2 2014年 4月における通信評価 
図 3.7.5に 2014年 4月の 1ヶ月統計をとった BER 特性図を示す。 
受信時には、SSB 信号として送信されたモールス ID 信号が受信されるが、実際には弱いレベ
ルで反対側の側波帯も受信される。搬送波をダウンコンバートした信号は 1 kHzで受信されるた
め、400 Hz離れた信号は、600 Hzと 1400 Hzとして受信される。600Hz側の側波帯と、1400Hz
側の側波帯の電力は異なり、それぞれ送信電力毎に評価することができる。また、図中には AWGN
チャンネル下での ON-OFF-Keying(OOK)と BPSK 信号を通した際の理論値による BER 曲線を
参考として掲載した。それぞれのプロットは 1時間で 40 bitあるとみなし、その中からいくつエ







図 3.7.5 2014年 4月の 1ヶ月統計 BER特性(左上：5006 kHz振幅検波、左下：8006 kHz
振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
 
図 3.7.5の 5006 kHz振幅検波の BER特性は OOKの理論曲線に沿った形で、C/N が高くなる
につれてエラーも少なくなることが得られた。フェージングと昼間の D層吸収時に C/Nが低下す
るため、対策が必要となる。5006 kHz 位相検波に関しては、理論曲線が OOK よりも 3dB 内側
にあるため、半分の電力で OOKと同程度の BER特性が得られることが予想される。しかし、受
信時の C/N が高いにもかかわらず、エラーを起こしているプロットが複数あることがわかった。
8006 kHzに関しては全体的に 5006 kHzの BER特性に比べて BER特性が悪い縦軸上方向にシ
フトしたことが、振幅検波および位相検波の両方で確認できた。 
2014年 4月 23日を例に、5006 kHz位相検波の C/Nが高いにもかかわらずエラーが出る原因





図 3.7.6 2014年 4月 23日における 5006 kHz電波の位相の変化 
 
90秒ごとに位相は反転して送信しているため、位相の値は図 3.7.6のように 180度変化してい





図 3.7.7 イオノゾンデ観測による 2014年 4月 23日の反射高度および臨界周波数 
 
 図 3.7.7では黒いプロットが F 層反射で、赤いプロットは E層反射を示している。また、上
図の青線は 5006 kHz のラインを示しており、この周波数を超えた臨界周波数がプロットされて
いるときに F 層反射をして伝搬していたものが E 層に変化したことを意味している。F 層の
300kmの反射高度から E層の 100kmの反射高度まで急激に下がった場合、伝搬時間にして 1 m






 電離層反射高度の変化による、位相回転の問題を解決するために、モールス信号を 400 Hz
信号に加えて 150 Hzのトーン信号を導入した。400 Hzの波長は 2.5 msであり、150 Hzの波長
は 6.6 msとなるため、調布-菅平における 146 kmの通信距離で、反射高度が 300 kmから 100 km
へと変化したときの群遅延時間は 1.23 msとなる。150 Hzの波長に比べると、67度となるため、
半波長回転することはなくなり、エラーが発生しなくなる。搬送波に近接しすぎず、倍長波が 400 





図 3.7.8 2014年 10月における 400 Hz信号の BER 特性(左上：5006 kHz振幅検波、左下：





図 3.7.9 2014年 10月における 150 Hz信号の BER 特性(左：5006 kHz位相検波、右：8006 
kHz位相検波) 
 
図 3.7.8では、位相検波 5006 kHzの結果は C/Nに比例して検出確率が上がっていることが確







また、150 Hz信号は、400 Hz信号よりも 6 dB低いレベルで受信される。これは、送信機内部
のフィルタにより、低減されることが原因となっており、位相に関しても 400 Hz信号と 60度程
違いがある。 
図 3.7.10、図 3.7.11に 2014年 10月 12日 20時における副搬送波 400 Hzの位相、C/Nおよび
判定結果と 150 Hzの位相、C/Nおよび判定結果を示す。400 Hzの場合には、21 bitと 30 bitに





図 3.7.10 2014年 10月 12日 20時における副搬送波 400 Hzの位相、C/Nおよび判定結果 
 
 
図 3.7.11 2014年 10月 12日 20時における副搬送波 150 Hzの位相、C/Nおよび判定結果 
 
図 3.7.12に 2014年 11月における 400 Hz信号の BER 特性を、2014年 12月における 400 Hz
信号の BER 特性を示す。11 月における 5006 kHz の振幅検波は C/N 依存しており、
AWGN(additive white Gaussian noise)チャンネル下の OOKの理論曲線に沿ってプロットされ
る。また、5006 kHzの位相検波も C/N依存したプロットとなり、振幅検波よりも 3 dB低い電力
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図 3.7.12 2014年 11月における 400 Hz信号の BER 特性(左上：5006 kHz振幅検波、左下：
8006 kHz振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
 
 
図 3.7.13 2014年 12月における 400 Hz信号の BER 特性(左上：5006 kHz 振幅検波、左下：
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8006 kHz振幅検波右上：5006 kHz位相検波、右下：8006 kHz位相検波) 
8006 kHzの振幅検波において、全体的に C/Nに対して BER特性が低下する結果となった。こ
れは、4 月、5 月、6 月においても 10 月、11 月、12 月においても同様に発生しており、原因を




図 3.7.14 2014年 10月 31日振幅検波の結果 
 




図 3.7.15 2014年 10月 31日 16時の受信機出力波形 
 
 図 3.7.15の波形を音声出力として実際に音を観測した。1980 sからはモールス信号の音声と
して聞くことができたが、モールス OFF区間の 2020 sから混信による、他局の放送もしくは通
信の音声が聞き取れた。これは、モールス信号よりも 10 dB以上強いレベルで入ってきており、
振幅検波においては通信エラーを引き起こす。モールス ON 区間に入るケースも高頻度であり、
8006 kHz電波は 1年を通して BER特性が低下することが明らかとなった。この対策として、異
常なレベルの信号が入った際にはキャンセルする手法を今後とる必要がある。位相検波ではエネ
ルギーを判定に直接使用していないため、極端に BER が低下することはなかった。 
 
3.8  電離層反射高度の導出 
 HFD観測システムでは、5006および 8006 kHzにおいて 24時間連続で 200 Wの搬送波送
信を行っている。通常の電離圏変動観測には、この搬送波のドップラシフトを用いているが実際
の反射高を求めることができないため、反射高度は他の方法に頼らざるを得ない問題がある。 












































𝑟 = 𝐴𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑐𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 + 𝜃𝑐) + 𝐵𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑝)  式(3.8.2) 
BPFにより搬送波と片側波帯成分を抽出し、乗算する。 
𝑟𝑐 = 𝐴𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑐𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 + 𝜃𝑐)  式(3.8.3) 
𝑟𝑝 = 𝐵𝑐𝑜𝑠(𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑝)  式(3.8.4) 
𝑟𝑐 ∙ 𝑟𝑝 =
𝐴𝐵
2
(𝜔𝑐𝑡 − 𝜔𝑝𝑡 + ∆𝜔𝑐𝑡 − ∆𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑐 − 𝜃𝑝) +
𝐴𝐵
2




∆𝜔𝑐 ≈ ∆𝜔𝑝 
ここから差周波数成分を BPFで取り出すと、 
𝑟𝑐 ∙ 𝑟𝑝 =
𝐴𝐵
2
(𝜔𝑐𝑡 − 𝜔𝑝𝑡 + 𝜃𝑐 − 𝜃𝑝)  式(3.8.6) 
となり、ドップラシフトの影響が消え、位相情報𝜃𝑐 − 𝜃𝑝のみが残る。 
この方法はルビジウム原子発振器による高安定周波数安定度が保証され、しかも送受信タイミ
ングを正確に制御しているので、 
𝜃𝑐 − 𝜃𝑝 = 𝑇𝑔(𝜔𝑐 −𝜔𝑝) 式(3.8.7) 
から𝑇𝑔が求まることから実現可能となっている。差分周波数である 400 Hzの位相情報(群遅延)

















𝑣𝑧 =  −
∆𝑓𝑐𝑜𝑠𝜃
2𝑓
𝑐  式(3.8.8) 
𝑧 = ∫ 𝑣𝑧𝑑𝑡
𝑇2
𝑇1





図 3.8.4 に本システムおよびイオノゾンデ観測[14]から得られた電離層反射高度、図 3.8.6 に
HFD観測から求めた見かけの反射高度を示す。2014年 4月 23日の 5006 kHz周波数での日変化
を示しており、時間分解能は本システムが 90秒、HFD観測が 10秒、イオノゾンデ観測 15分と
なっている。また、本システムおよび HFD 観測から求めた反射高度は高度の変化量のみが得ら
れるため、初期高度オフセットはイオノゾンデ観測から補正を行った。 
 図 3.8.4 より、本システムから求めた反射高度とイオノゾンデ観測による反射高度はほぼ一
致した結果となった。各観測方法による反射高度を重ねた結果を図 3.8.7に示す。図 3.8.7では朝
方(4～6時)には高度が上がり、11から 13時にはスポラディック E層(Es層)の出現により、F層

















図 3.8.4 本システム及びイオノゾンデ観測から得られた電離層反射高度 
 
 





図 3.8.6 HFD観測から求めた電離層反射高度 
 
 
図 3.8.7 各観測方法の反射高度比較図 
 
 





図 3.8.9 観測高度における電子密度分布 
 
3.9  HF帯のフェージング環境 
 HF 帯の通信を行う際に、電離層反射の伝搬を利用するとフェージングの影響を受ける。フ
ェージングには、干渉性フェージング、偏波性フェージング、吸収性フェージングが存在する。





図 3.9.1 2014年 4月 6日 00時における 1時間の受信電界強度 
 
 図 3.9.1 では、2014 年 4 月 6 日の 00 時からの 1 時間の受信電界強度を示している。干渉性
フェージングが起こったときには、合成波は逆相打消しにより急激に強度が低下する。図 3.9.1









図 3.9.2 5006 kHz電波におけるフェージング周期と発生頻度 
 
図 3.9.2は、横軸をフェージングの周期として、1秒分解能で示しており、縦軸はその頻度とし






図 3.9.3 8006 kHz電波におけるフェージング周期と発生頻度 
 





している。全体特性としては 5006 kHz 電波と同様に短い周期から長い周期の発生頻度が緩やか
に低下する傾向がある。 
 
3.10  HF帯の雑音環境 
HF 帯の通信をシミュレーションで行う際に、受信電界強度、ドップラシフトは 1.2.2 節より、
過去の統計データから導入することができる。雑音に関しては、実測値からどのような分布にな
るのかを確認した。 




図 3.10.1 2014年 2月の１ヶ月統計雑音ヒストグラム(右上)、ガウス分布(左上)、類似度(左下) 
 



























図 3.10.3 2014年 5月の雑音標準偏差、歪度及び尖度 
 
上図は 2014年 2月と 5月の雑音の標準偏差と歪度と尖度を示したものとなっており、雑音平
均電力(標準偏差)は 2月では 600 uV～1 mV、5月では 1.2 mV～1.5 mVの範囲であった。 




図 3.10.4 5006 kHzにおける 2014年 5月 1日の１分毎の平均雑音電力 
 
 





図 3.10.6 2014年 5月 1日の HFD8006 kHzの受信電界強度 
 
上の 3つの図を比較したところ、今回雑音は 5006 kHzから抽出したため、昼間は D層吸収に
より強度が低下し、夜間は遠来による影響がでると予測される。しかし、図 3.10.4に示すように






















2． 90秒ごとに送出した IDモールス信号の振幅および位相を 1ビット信号(伝送速度 40 bph)と
見なし、その検出結果から 1時間毎の等価的な検出誤差確率(BER)を求め、低電力送信(0.5 W
以下)では BERは 10-2で、低速通信が可能であることを示した。 
 
3． 電波法免許許容範囲内での調布－菅平(146 km)間の伝送実験評価を行い、振幅検波の BERは
C/N依存した。位相検波の BERは C/Nが高い時にも電離層反射高度の変化による位相回転
問題が発生したが、150 Hz信号を利用し対策することで C/N依存の関係に復元することが可
能となり、振幅検波よりも C/Nが 3 dB低い状態でも同程度の BER特性となった。 
 









として分離度が 35 dB とることができたが十分な結果ではなかった。アンテナヌル方向によ
る分離度測定では 16 mで 50dB分離度の確保が最低でも確認できた。 
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